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名寄市自治基本条例 意見 / 論点 考え方 / 対応 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第４条） 

第２章 まちづくりの基本原則（第５条―第 10条） 

第３章 市民の権利、役割及び責務（第 11条・第 12条） 

第４章 議会の役割及び責務（第 13条・第 14条） 

第５章 市長等の役割及び責務（第 15条―第 17条） 

第６章 行政運営の基本（第 18条―第 24条） 

第７章 基本原則によるまちづくりの推進（第 25条―第 34条） 

第８章 条例の見直し（第 35条） 

○条例見直し議論の前に社会や身の周りにあ

る問題を洗い出すことが必要。 

○条例は個別の問題や課題を解

決できるものではないが、今

後予定するグループ討議で意

見交換 

私たちが住む名寄市は北（きた）北海道の中央に位置し、天塩川と

名寄川に育まれた肥沃な大地と寒暖差の大きい気候は豊かな自然と農

産物を産み、また、澄みきった大気は美しい満天の星空を私たちに贈

ってくれました。そしてなによりも北国の厳しい自然は、人の優しさ

と智恵、共生のこころを育みました。私たち名寄市民は、先人から受

けついだ宝であるこの優しさと智恵を生かして、未来を担う子や孫の

世代のためにこの豊かな自然環境を守り、自然と共生するまちをつく

ります。また、すべての市民がいつまでも安心して心豊かに暮らせる

まち、福祉と教育のまちをつくります。そして名寄市が、地球上のす

べての人類の幸福と平和に寄与するまちになり、新しい時代にふさわ

しい地域社会の模範になることをめざします。 

そのためには、私たち市民一人ひとりが地方自治の本質を理解し、

まちづくりの主体は市民であることを自覚して、主体的、能動的にま

ちづくりに参加することが大切です。同時に、主権者である市民から

信託を受けた市長及び議会は、市民の基本的人権を守るとともに、市

民が持つ創造性や知識、感性を尊重し、市民と連携・協力してまちづ

くりを進めなければなりません。また、名寄市は、独立した自治体と

して、主体的にまちづくりに取り組む自主、自立の理念を持つことが

必要です。 

このような基本理念に基づいて私たちがまちづくりを進めるために

は、市民と議会、市長等がまちづくりに必要な情報を共有すること、

そして市民がまちづくりに主体的に参加できる権利と機会が制度的に

保障されなければなりません。そのために、私たちはここに名寄市の

最高規範としてこの条例を制定します。 
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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、名寄市におけるまちづくりの基本理念及び原則

を明らかにするとともに、まちづくりの基本事項を定め、また市民

の権利と責務、議会及び議員並びに市長その他の執行機関（以下「市

長等」という。）の役割と責務を明らかにすることによって、本来の

地方自治の理念に適（かな）った市民主体のまちづくりを実現する

ことを目的とする。 

○「本来の地方自治」とは何を指すのか？ 

 

 

 

○「その他の執行機関」とは 

○憲法の理念を指しているもの

だが、「地方自治」とは？につ

いて次回意見交換する 

 

○執行機関とは教育委員会など

の市の行政機関。法律・条例

で定める審議会等も含まれる 

（定義） 

第２条 この条例において「市民」とは、市内に居住する者、市内で

働き、若しくは市内の学校で学ぶ者又は市内においてその他の様々

な活動を行う者若しくは団体をいう。 

２ この条例において「市」とは、議会及び市長等をいう。 

３ この条例において「まちづくり」とは、市政を含め、住み良いま

ちを実現するために行われる市民活動の全体をいう。 

４ この条例において「コミュニティ」とは、町内会など市内の特定

の地域に根ざし、その特性を生かしたより良い地域づくりにかかわ

る集団又は組織をいう。 

○３項の「住み良いまち」の解釈には個人差が

ある。明確でない 

 

 

 

 

○「市民」の定義に学校で学ぶ者とある。子供

にも理解できる条文にすべきでは？ 

○平均的に広く理解できる条文

にしている。具体的に表現す

ることは難しいが「住み良い

まち」とは？について次回意

見交換する 

 

○子供でも理解できるようなパ

ンフレットなどの作成が必

要。 

（まちづくりの基本理念） 

第３条 市民は、まちづくりについて考え、決定し、行動する権利を

有する。 

２ 市民が主体のまちづくりをするためには、市民及び市がまちづく

りに関する情報を共有し、かつ、互いに連携・協力することが不可

欠である。 

３ 名寄市は、独立した自治体として国、北海道及び他の自治体に対

して自主、自立の立場を堅持すると同時に、互いに連携・協力して

まちづくりを進めるものとする。 

  

（条例の位置づけ） 

第４条 この条例は名寄市の最高規範であり、市は総合計画その他の

まちづくりに関する計画の策定及び条例、規則等の制定改廃に当た

っては、この条例の趣旨を最大限に尊重しなければならない。 
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第２章 まちづくりの基本原則 

（市民参加） 

第５条 まちづくりは、市民の参加によって行われるものとする。 

２ 市は、市政に関する企画立案、実施及び評価の各段階において、

市民参加を保障しなければならない。 

３ 市民参加においては、すべての市民は、性別、国籍、年齢、心身

の状況、社会的経済的環境等の違いにかかわらず、平等な権利を有

するものとする。 

  

（子ども及び青少年のまちづくりへの参加） 

第６条 子ども及び青少年は、それぞれの年齢にふさわしい形でまち

づくりに参加する権利を有する。 

２ 市民及び市は、子ども及び青少年がまちづくりに参加できるよう

に配慮するものとする。 

○条文だけでなく参加を促す取組が必要では。

学校の授業に取入れるとか… 

○条例を生かすための方法を考

えるべき→市の取組？ 

（情報共有） 

第７条 市民は、まちづくりに必要な情報を市から提供を受け、及び

自ら取得する権利（以下「知る権利」という。）を有する。 

２ 市民は、まちづくりに必要な知識を得るための学習の機会及び場

を確保する権利（以下「学ぶ権利」という。）を有する。 

３ 市は、前２項に規定する市民の権利を尊重しなければならない。 

４ 市は、市政に関する意思決定の過程を市民に明らかにしなければ

ならない。 

５ 市は、まちづくりに関する情報を積極的かつ速やかに市民に提供

し、及びわかりやすく説明する責務を負う。 

６ 市は、市民がまちづくりに必要な知識を得るための学習環境を整

備するよう努めなければならない。 

  

（連携・協力） 

第８条 市民及び市は、それぞれの役割及び責任を分担し、相互理解

のもと、連携・協力してまちづくりを進めるものとする。 

  

（コミュニティ自治） 

第９条 市民及び市は、地域の特性をふまえ、コミュニティの自主性

及び自立性を尊重しなければならない。 
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（自主自立の市政運営） 

第 10条 名寄市は、国から独立した自治体として、このまちの地域的

特性及び市民の利益を最重視する立場から、国に対して、まちづく

りに関する正当な自らの権利を主張し、意見を表明するものとする。 

 

 

 

 

 

第３章 市民の権利、役割及び責務 

（市民の権利及び役割） 

第 11条 市民は、まちづくりに参加する権利、知る権利及び学ぶ権利

に基づいて、自らの意思により主体的にまちづくりに参加するもの

とする。 

２ 市民は、自治の主体であることを自覚し、互いに尊重し、協力し

て自治を推進するものとする。 

  

（市民の責務） 

第 12条 市民は、まちづくりについて考え、決定し、行動するに当た

って、市民全体の福祉や次の世代への責務を考慮するとともに、自

らの発言と行動に責任をもつものとする。 

２ 市民は、まちづくりの適切な運営のための相応の負担を引き受け

るものとする。 

○２項の「相応の負担」とは？ 

○広報による条文の説明がわかりづらい。簡潔

でわかりやすい内容にすべき 

○理解できるように内容を補足

すべき→条文 or解説？ 

第４章 議会の役割及び責務 

（議会の役割及び責務） 

第 13条 議会は、直接選挙によって選ばれた議員により構成される、

名寄市の意思を決定する機関として、総合的視点と展望を持って、

自らの責任を果たさなければならない。 

２ 議会は、市長等の行政活動を監視する機関として、その役割を果

たすとともに機能の充実強化に努めなければならない。 

３ 議会は、立法機能の強化に努め、自ら積極的に政策立案を行うよ

う努めるものとする。 

４ 議会は、住民自治によるまちづくりを推進するため、市民の意思

を的確に把握し、政策の形成に反映させなければならない。 

５ 議会は、議会の審議や活動に関する情報を積極的に市民に公開す

るとともに、広く市民の声を聴く機会を設けなければならない。 

○政策立案の数を明記することはできない

か？  

○３項の「自ら」は不要ではないか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○条例では基本的な役割等を定

めている。政策立案数など具

体的表現は明記するべきでは

ないのでは。 

（議員の役割及び責務） 

第 14条 議員は、市民の信託に応え、公正かつ誠実に職務を遂行する

ものとする。 

２ 議員は、まちづくりに市民の意思を反映させるとともに自らの政

策形成能力を高めるため、常にまちづくりに関する情報収集及び調

○活動を促すために何らかの文言を追加して

は？ 

 

○条例では基本的な役割等を定

めている。13条も含め議会に

関する表現は十分ではない

か。 
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査研究に努めなければならない。 

第５章 市長等の役割及び責務 

（市長の役割及び責務） 

第 15条 市長は、名寄市の代表として市民の信託に応え、地方自治の

理念を実現するため、公正かつ誠実に市政の運営に当たらなければ

ならない。 

○「信託」の意味は分かるが、一般的に難しい

言葉ではないか？ 

○選挙で選ばれた代表としての

信用という意味となるが、わ

かりやすい表現を条文 or解説

で検討 

（市長等の役割及び責務） 

第 16条 市長等は、市民への説明責任を果たすため、常にまちづくり

に関する考えを市民に明らかにしなければならない。 

２ 市長等は、常に市民の声に耳を傾け、誠実に対応するとともに、

市民の意思を的確に把握し、市政に反映させるよう努めなければな

らない。 

３ 市長その他の任命権者は、職員の適切な登用及び配置に努めると

ともに、職員の能力の開発及び育成に努めなければならない。 

○「市長等」の意味は？ 

   

 

 

 

○第１条で「議会及び議員並び

に市長その他の執行機関」と

定義 

（市職員の役割及び責務） 

第 17条 市職員は、市民全体の奉仕者としての自覚をもち、公正かつ

誠実に職務を遂行しなければならない。 

２ 市職員は、まちづくりの専門スタッフとしての自覚をもち、自ら

の職務上の能力の向上に努めなければならない。 

３ 市職員は、まちづくりにおける市民相互の連携が常に図られるよ

う努めなければならない。 

  

第６章 行政運営の基本 

（行政運営の原則） 

第 18条 市長等は、市民参加及び情報共有の理念に基づき、公正で透

明性の高い、開かれた行政運営を行わなければならない。 

２ 市長等は、計画、財政、評価等の制度を相互に関連させ、その整

合性に配慮しながら総合的かつ計画的な行政運営を行わなければな

らない。 

３ 市長等は、行政運営において、法令の解釈及び運用を適正に行わ

なければならない。この場合において、地方自治の基本理念に基づ

き、自主的に法令を解釈し、運用することを原則とする。 
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（総合計画等） 

第 19条 市は、まちの将来像を明らかにし、総合的かつ計画的な市政

運営を進めるため、総合計画を策定しなければならない。 

２ 各分野の政策及び事業は、総合計画に根拠を置き、常に総合計画

との調整を図りながら進行管理が行われなければならない。 

３ 市長等は、総合計画の策定に際しては、その計画に関する情報を

あらかじめ市民に提供し、市民の意見を反映させるため、広く市民

の参加を求めなければならない。 

４ 市長等は、総合計画の進行状況について、適切な形で市民に公表

しなければならない。 

５ 総合計画は、経済的、社会的変化及び新たな行政需要に柔軟に対

応できるよう、常に検討及び見直しが行われなければならない。 

 

 

 

 

 

（財政運営） 

第 20条 市長等は、自立した運営を行うため、自らの判断と責任で財

源を確保し、使途を決定する財政自治の原則を守るものとする。 

２ 市長等は、総合計画の進行状況及び行政評価の結果を踏まえて予

算を編成するとともに、計画的で健全な財政運営に努めなければな

らない。 

３ 市長等は、予算の編成及び執行に当たって、その内容に関する十

分な情報を市民に提供するよう努めなければならない。 

○１項の「財源」とは？ 

 

○課税を意味するなら直接課税と表現しても

いいのでは？ 

  「財源」=「課税」とのイメージにならない 

○課税を意味している 

 

○主に課税を意味するが、市の

努力による補助金などの財源

確保も含めた言葉としてその

ままでもいいのでは…など 

※見解多数あり→要検討？ 

（行政組織） 

第 21条 市の組織は、市民にわかりやすく機能的かつ効率的なもので

あると同時に、各部署相互の連携が保たれた柔軟なものとして編成

されなければならない。 

  

（行政評価） 

第 22条 市長等は、効果的かつ効率的な行政運営を進めるため、行政

評価に関する制度を整備し、実施するとともに、その結果を市民に

公表しなければならない。この場合において、市長等は、透明性を

確保するために外部評価を取り入れるなど、市民の視点を重視しな

ければならない。 

  

（行政手続） 

第 23条 市長等は、市民の権利及び利益を保護し、公正かつ透明な行

政を行うため、行政処分及び行政指導並びに市長等に対する届出に

関する手続に関して必要な事項は、別に条例で定めるものとする。 

 

○条文の意味がわからない。全体の文章整理が

必要では 

○今後要検討 
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（危機管理体制） 

第 24条 市長等は、市民の生命と生活の安全を確保し、災害等の緊急

時には、総合的かつ機能的な活動を実施できるよう危機管理体制の

確立に努めなければならない。 

２ 市長等は、市民、事業者及び関係機関との連携・協力を図り、災

害等に備えなければならない。 

○危機管理とは具体的にどういう事象を指す

のか。範囲は？具体的対策は？ 

 

○計画策定に外部意見を取入れる仕組みは？ 

○名寄市地域防災計画により具

体化している 

 

○市民有識者により審議はされ

ているが公募制ではない 

第７章 基本原則によるまちづくりの推進 

（市民参加制度） 

第 25条 市は、政策の立案、実施及び評価の各段階において、適切な

時期に市民参加の機会を設け、市民の意見が適切に反映されるよう

努めなければならない。 

２ 市長等は、各種委員会、審議会その他の附属機関及びこれに類す

るものの委員には、公募の委員を加えるよう努めなければならない。

この場合において、委員等の性別、年齢、住んでいる地域その他の

点でバランスのとれた構成になるように努め、市民がその立場や境

遇によって不利益を被ることのないようにしなければならない。 

３ 市長等は、重要な政策決定の過程において市民の意見を反映させ

るため、公聴会制度及びパブリック・コメント等意見公募制度を設

けなければならない。 

○公募が定着していない。条文を補強すべきで 

  は？公募参加からさらに踏み込んで対話も

求めるべきでは？ 

○公募の基準などについて市の

対応を確認する（次回） 

（住民投票） 

第 26条 市は、市政に関する重要事項について、住民投票を実施する

ことができるものとし、その結果について尊重しなければならない。 

２ 住民投票に参加できる者の資格その他住民投票の実施に必要な事

項は、それぞれの議案に応じ、別に条例で定める。 

３ 市長及び市議会議員の選挙権を有する市民は、法令の定めるとこ

ろにより、住民投票を実施する条例の制定を市長に請求することが

できる。 

  

（情報公開） 

第 27条 市は、市民の知る権利を尊重し、及び説明責任を果たすため、

別に条例で定めるところにより、市が保有する公文書を適正に公開

しなければならない。 

  

（情報提供） 

第 28条 市は、情報公開請求の有無にかかわらず、市政に関する重要

な情報を、適切な時期に、適切な方法により、市民に積極的に提供

するよう努めなければならない。この場合において、市民がその立
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場や境遇によって不利益を被ることのないようにしなければならな

い。 

（個人情報の保護） 

第 29 条 市は、市民個人の権利及び利益が侵害されることのないよ

う、別に条例で定めるところにより、市が保有する個人情報を適正

に取り扱わなければならない。 

  

（情報収集及び管理） 

第 30条 市は、市政に関する情報の収集、整理、保存及び管理につい

て、正確かつ適正にこれを行わなければならない。 

  

（市民の学習環境の整備） 

第 31条 市長等は、市民がまちづくりに関する情報を共有し、主体的

な活動に生かすことができるよう、各地域にまちづくりに関する学

習の場を整備しなければならない。 

  

（まちづくり活動支援） 

第 32条 市長等は、まちづくりにかかわるＮＰＯなどの市民団体と積

極的に連携・協力し、支援するよう努めなければならない。 

  

（コミュニティ支援） 

第 33条 市民及び市は、地域単位の住民活動が自治の重要な担い手で

あることを認識し、これを守り育てるよう努めなければならない。 

２ 市民及び市は、コミュニティによるまちづくりを尊重するととも

に、その意見をできる限り市政に反映させるよう努めなければなら

ない。 

  

（国、他の自治体等との連携・協力） 

第 34条 名寄市は、国、北海道及び近隣の自治体との情報共有と相互

理解に立ち、連携・協力して広域的及び共通するまちづくりの課題

の解決に努めるものとする。 

２ 市民及び市は、積極的に海外の自治体及び組織と友好及び連携を

深め、そこから得られた有益な情報及び知識をまちづくりに生かす

ように努めるものとする。 

  

第８章 条例の見直し 

（条例の検討及び見直し） 

第 35条 市は、この条例の施行から５年以内ごとに、市民の意識や社

会状況の変化などを考慮して検討及び見直しを行い、この条例の改

正を含めて必要な措置を講ずるものとする。 

  

 


